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○鹿屋市遊休農地解消対策事業補助金交付要領 

平成22年８月１日制定 

改正 

平成31年３月１日 

令和３年４月１日 

令和４年２月１日 

令和６年３月29日 

令和８年７月１日 

鹿屋市遊休農地解消対策事業補助金交付要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、遊休農地を対象にして農業生産性の向上を図る目的で簡易な遊休農地の

解消事業（以下「事業」という。）を行う認定農業者、担い手農家等及びその他の生産集団

（以下「農家」という。）に対し、補助金を交付することにより、遊休農地を解消し、鹿屋

市農業の振興を図ることを目的とし、その交付については、鹿屋市補助金等交付規則第３条

の規定による補助対象及び補助率等を定める告示（平成18年鹿屋市告示第14号）、鹿屋市補

助金等交付規則（平成18年鹿屋市規則第73号）及びこの要領の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要領において、「遊休農地」とは、現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引

き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象は、鹿屋市に住所を有している農家とする。 

（交付対象地域及び交付の要件） 

第４条 交付対象地域は、鹿屋市内の土地で、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法

律第58号）第８条第２項第１号に規定する農用地区域内とする。 

２ 交付の要件は、次に掲げる要件の全てを満たす場合に交付する。 

(１) 遊休農地の地目が田又は畑であること。ただし、農業委員会が特に認めた場合その限

りでない。 

(２) 対象農地は、農地法（昭和27年法律第229号）第30条の規定に基づく利用状況調査の

結果、遊休農地と判定された農地で、除草等を行えば耕作できる農地（以下「緑区分農

地」という。）又は重機等を用いて整備すれば耕作できる農地（以下「黄区分農地」とい

う。）であること。 

(３) 「10アール以上の遊休農地」又は「自作地と接する遊休農地で自作地と一体で10アー

ル以上の農地」であること。 

(４) 耕作することを目的に他人から農地法及び農地中間管理事業の推進に関する法律（平

成25年法律第101号）に基づき利用権設定又は所有権移転の申請を行った遊休農地である

こと。 

（補助対象事業及び補助金の額） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１) 遊休農地を除伐・プラウ耕・ロータリー耕等の農業用機械又は重機等で耕作可能な農

地に復元する事業とする。 

(２) 自作地と一体的に整備する場合も対象とするが、自作地は交付の対象に含まないもの

とする。 
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２ 補助金の額は、次のとおりとする。 

(１) 緑区分農地の遊休農地の解消整備に要する費用については10アール当りの事業費限度

額を５万円とし、事業費総額と事業費限度額のいずれか少ない額の費用の２分の１の額と

する。 

(２) 黄区分農地の遊休農地の解消整備に要する費用については、10アール当りの事業費限

度額を30万円とし、事業費総額と事業費限度額のいずれか少ない額の３分の２の額とする。 

(３) 前２項の規定による補助金の額は、千円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

(４) 同一農地への補助金の交付は、１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、事業着手前に、鹿

屋市遊休農地解消対策事業補助金交付申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画（変更・実績）書（別記第２号様式） 

(２) 収支予算（精算）書（別記第３号様式） 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があった場合は、その内容を審査し、補助金を交付することが適

当であると認めたときは、補助金の交付を決定し、その旨を鹿屋市遊休農地解消対策事業補

助金交付決定通知書（別記第４号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

（事業内容の変更） 

第８条 前条の規定による交付決定通知を受けた者（以下「事業対象者」という。）が第７条

の規定による補助金交付の申請内容を変更しようとするときは、鹿屋市遊休農地解消対策事

業補助金変更交付申請書（別記第５号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しその

承認を受けなければならない。 

(１) 事業計画（変更・実績）書（別記第２号様式） 

(２) 収支予算（精算）書（別記第３号様式） 

(３) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の承認は、鹿屋市遊休農地解消対策事業補助金変更交付決定通知書（別記第６号様

式）により、当該事業対象者に通知するものとする。 

（事業の着手又は完了の報告） 

第９条 事業対象者は、事業に着手したときは事業着手報告書（別記第７号様式）を、事業が

完了したときは事業完了報告書（別記第７号様式）を直ちに市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第10条 事業対象者は、事業が完了したときは、鹿屋市遊休農地解消対策事業補助金実績報告

書（別記第８号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画（変更・実績）書（別記第２号様式） 

(２) 収支予算（精算）書（別記第３号様式） 

(３) 利用権設定又は所有権移転が完了したことが分かる書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の確定） 

第11条 市長は、前条の報告があったときは、関係書類の審査及び現地調査等を行い、事業が

適性に行われたと認めたときは、鹿屋市遊休農地解消対策事業補助金交付確定通知書（別記
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第９号様式）により事業対象者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第12条 事業対象者は、前条の交付確定通知を受け、補助金の請求をしようとするときは、鹿

屋市遊休農地解消対策事業補助金交付請求書（別記様式第10号様式）に市長が必要と認める

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する書類の提出がった場合は、その内容を審査し、適当であると認め

たときは、補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し又は返還） 

第13条 市長は、事業対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金に係る

交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。 

(１) 補助金をその目的以外の用途に使用したとき。 

(２) 当該補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他市長が指示した事項に違反

する行為をしたとき。 

(３) 交付申請書その他の関係書類に虚偽の記載をし、又は補助事業の実施について不正の

行為をしたとき。 

(４) 正当な理由がなく、補助金の交付決定を受けた日の属する年度の翌年度の４月１日か

ら起算して５年間継続して当該交付決定を受けた対象農地を耕作しなかったとき。ただし、

事業対象者以外の第三者が対象農地の所有者との間に賃借権等を設定し、対象事業者が耕

作すべき残りの期間の耕作を引き継ぐ場合はこの限りでない。 

(５) 前４号に掲げるほか、この要領に違反する行為をしたとき。 

２ 前項第４号の規定にかかわらず、市長は、事業対象者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、補助金の全部又は一部の返還を免除することができる。 

(１) 自然災害等の不可抗力により対象農地の耕作を継続できなくなったとき。 

(２) 事業対象者の死亡等により対象農地の耕作を継続できなくなったとき。 

(３) 対象農地が、土地収用法（昭和26年法律第219号）その他の法律の規定により収用さ

れ、又は使用されることとなったとき。 

(４) その他市長が返還を要しないと認めたとき。 

（その他） 

第14条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成22年８月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月１日） 

この要領は、平成31年３月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年２月１日） 

この要領は、令和４年２月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月29日） 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

  附 則（令和８年７月１日） 

この要領は、令和８年７月１日から施行する。 
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別記 

第１号様式（第６条関係） 
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第２号様式（第６条、第８条、第10条関係） 
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第３号様式（第６条、第８条、第10条関係） 
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第４号様式（第７条関係） 

 

 

 

第     号 

年  月  日 

 

        様 

 

鹿屋市長       □印  

 

鹿屋市遊休農地解消対策事業補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった    年度鹿屋市遊休農地解消

対策事業補助金については、下記のとおり交付することを決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 総 事 業 費   金        円 

 

２ 補 助 対 象 額   金        円 

 

３ 補助金交付決定額   金        円 

 

４ 交付決定に付した条件 

(1) この補助金は、目的以外に使用してはならない。 

(2) 補助事業の実施方法は適切に行い、不正行為をしてはならない。 

(3) 補助金の交付決定を受けた日の属する年度の翌年度４月１日から起算して、

５年間継続して当該交付決定を受けた補助対象農地を耕作しなければならない。 

(4) この補助金については、市が調査を行い、報告を徴することがある。 

 (5) 上記に違反した場合は、補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。 
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第５号様式（第８条関係） 
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第６号様式（第８条関係） 
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第７号様式（第９条関係） 
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第８号様式（第10条関係） 
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第９号様式（第11条関係） 
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第10号様式（第12条関係） 

 


